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                                       要約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 2002 年ま

で，および 2011 年は ERIC および PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の，2003 年から

2010年まではPsycInfoの2013年と2014年はERICの，さらに2015年からはERICおよびPsycInfo

の不登校との関連が考えられるキーワード school attendance，school dropout，school phobia ，

school refusal を持つ文献を分類してきている。その継続研究として 2020 年は ERIC および APA 

PsycInfo の文献 52 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropout, school phobia, school refusal 

をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順別に分

類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界

の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991 年か

らそれぞれの年の文献について継続研究を行ってきた(1992b,1993,1994,1995,1996,1997,1998, 

1999,2000,2001,2002,2003,2004,2005,2006,2007,2008,2009,2010,2011,2012,2013,2014,2015,2016,  

2017,2018,2020a,2020b)。 

 本研究は，2020 年の文献についての継続研究である。ERIC データベースは 2003 年以降，デ

ータベースの検索方法を変更していたため，2003 年以降の文献については，年毎の検索ができ

なくなっていたが，2011 年途中に確認をしたところ年毎の検索が利用可能になっていた。  

 一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycInfo データベース)は，2013 年 11 月末に日本国

内の個人利用者へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関

施設内での利用となっていた。2015 年 7 月以降に，学術認証フェデレーション(GakuNin)に参

加している鳴門教育大学を含む多くの大学関係者等は学外からの学術情報の検索が可能となり

現在に至っている。 

 今回の研究では，ERIC および GakuNin 経由 APA PsycInfo データベースを用い，文献検索を



行った。検索は，インターネット経由での作業を行った。これらの中から不登校との関連が考

えられるものについて，キーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究は，

今回で 30 年目に当たるが，同一規準での作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の 2020

年分である。 

 2020 年の ERIC では，school attendance に関する文献が 51 件，school dropout に関する文献

が 51 件，school phobia に関する文献が 0 件，school refusal に関する文献が 5 件であった。一

方，APA PsycInfo では，school attendance に関する文献が 300 件，school dropout に関する文献

が 183 件，school phobia に関する文献が 120 件，school refusal に関する文献は 83 件であった。 

  なお，これらのキーワードと COVID-19 をキーワードとする文献は，ERIC では，school 

attendance に関する文献が 2 件，APA PsycInfo では，school attendance に関する文献が 13 件，

school phobia に関する文献が 2 件であった。 

 ERICおよびAPA PsycInfoの793件の文献の中で不登校との関連が考えられる 52件について，

キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，2021 年 6 月現在，ERIC および APA PsycInfo において検索し，不

登校との関連が考えられる 2020 年分として収録されている文献である。ここでは，日本の幼稚

園・保育所から高等学校に相当する学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱って

いる。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  school attendance をキーワードに持つ文献 351 件のうち，関連の考えられる 18 件について概

観することにする。ERIC では 51 件のうち 9 件，APA PsycInfo では，300 件のうち 9 件を取り

上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国 6 件，デンマーク 2 件，オーストラリア 1 件，フラ

ンス 1 件(ERIC と重複)，英国 3 件，EU1 件，ウガンダ 1 件，インド 1 件，デンマーク 1 件で

ある。 

  Kearney と Graczyk(2020)によれば，登校と修了は，良好な発達の重要なベンチマークである。

残念なことに，長期欠席と中途退学は，若者を衰弱させている状態のままである。登校を促進

し，長期欠席を減らすことに投資した利害関係者の間では，地方の教育機関や比較的広い管轄

区域全体の違いと同様に，これらの不均一な問題を説明するためには多面的な生態学的枠組が

必要であることに同意している。多層的支援システム(MTSS)の枠組は，予防と支援の連続，

スクリーニング，エビデンスに基づく評価と介入，実行の忠実性，現在の学校改善計画への自

然な埋め込みという問題解決とデータに基づく意思決定を含む，登校状況とその問題によく合

致する多くの側面を強調している。ここでは，学校へのサービス提供に関する最近の進展を評

価する登校と長期欠席の多次元的 MTSS モデルについて概説している。そのような進展には，

機能の複数の領域に同時に対処するための多層サービス提供の統合モデル，さまざまな課題を



持つ生徒のためのより微妙なアプローチの開発，いくつかの同時かつ微妙な戦略を可能にする

3 次元(ピラミッド)的視点の検討が含まれるドメインクラスターが必要である。登校状況と長

期欠席の MTSS ピラミッドモデルの複数の次元または側面を設定でき，文献に共通のサンプル

ドメインクラスターを示している。これらのドメインクラスターには，(1)登校拒否・怠学・学

校からの離脱・除籍，(2)機能プロファイルと分析，(3)就学前・小学校・中学校・高等学校，

(4)登校の影響に関する生態学的レベルとその問題，(5)低・中・高の長期欠席の重篤度が含ま

れている。なお，本文献は，school dropout にも関連する。 

 Ansari(2020)らによれば，欠席の短期的な結果については多くのことが確立されているが，

長期欠席の結果についてはほとんど知られていない。この知識のギャップに対処するために，

幼稚園と中学 2 年生の間の欠席が，若年成人の行動的，経済的，教育的成果に及ぼす影響を検

討している。参加者は，国立小児保健発達研究所の幼児ケアと青少年育成に関する研究から 22

〜23 歳の，54％が女性，86％が白人の 648 人が選ばれた。調査結果は，より定期的に学校を欠

席した人は，若年成人期に危険な，逸脱した，犯罪的な行動に頻繁にはかかわっていなかった

ことを示していた。しかし，より定期的に欠席した人々は，政治的関与の可能性が低く，経済

的困難が大きく，最適な教育成果が得られず，子どもを産む可能性がわずかに高いと報告され

た。欠席の結果は大部分が累積的であり，欠席の結果が都市部と農村部のコミュニティ間で，

または社会経済的地位の関数として変化したことを示唆するエビデンスはほとんどなかった。

ここでは，学校を欠席した場合の長期的な影響についての新しい洞察を提供し，児童生徒の教

育キャリアの最初の 10 年間で欠席に対処することの重要性が示されている。今後の継続研究に

も目を向けていきたい。 

  Gottfried ら(2020)によれば，幼稚園と小学 1 年生の子どもたちは，小学校のどの学年よりも

多く欠席している。いくつかの研究では，学校全体のプログラムが欠席を減らすのに役立つ可

能性があるかどうかを調査し，一方で限られた研究が教師の役割に焦点を合わせている。この

研究は幼稚園と小学 1 年生の教師を調査した研究であり，これまで教師の準備に関して行った

ものはないと考えている。カリフォルニア州で 2017 年度に教師準備プログラムを修了した小学

校教師に関する州全体のデータを収集している。幼稚園または小学 1 年生の学級に入る教師の

場合，幼稚園と小学 1 年生の教師は，免許の要件と配置が教える準備に役立つと感じたときに，

慢性的な欠席についてより深く理解していたことが分かる。また，大学の指導教官からのより

強い支援を感じたとき，教師は欠席に対処する準備ができたと感じたことが分かった。対照的

に，2 年生から 5 年生の学級に入る新しい教師には何もなかった。これは，最も準備が整って

いると感じている教師が，園児や児童が欠席する可能性が最も高い学級に入るということを考

えると，意味があると考えられる。 

  O'Connor ら(2020)によれば，オーストラリアでは 2008 年に主要な政策改革が開始され，す

べての子どもが就学前の 1 年間に就学前プログラムにアクセスできるようになった。オースト

ラリアの早期開発国勢調査(AEDC)は，これらの改革の影響を人口レベルで監視する手段を提



供している。これは，1 年生のすべての子どもの教師が，3 年ごとに子どもの就学前の経験につ

いて遡及的に報告するためである。2008 年から 2011 年の就学前の年にわたる AEDC データか

らの初期の兆候は，就学前に通う子どもの割合がこの期間にわたって比較的安定していること

を示していた。ここでは，2008 年から 2014 年までの就学前の傾向の分析で更新している。こ

の長い時間枠で就学前の登校が増加している証拠を見いだしている(2014 年の 91.30％に対し

て 2008 年は 80.43％，OR:2.53，99%CI 2.44–2.62）。以前のデータと一致して，恵まれないコ

ミュニティの子どもは，最も恵まれたコミュニティに住む子どもと比較して，不登校の確率が

高かった(OR2.94，99%CI 2.74–3.15）。2014 年には，就学前の子どもも先住民族に偏っており，

英語を話さない背景であった。調査結果は，ユニバーサルアクセスを通じて登校を促進する政

府の取り組みと同時に，就学前の登校が増加したように見えることを示唆している。就学前の

プログラムに最も脆弱な家族を関与させることは，継続的な政策の焦点を必要とする主要な課

題のままである。今後の継続研究にも目を向けたい。 

  Martin(2020)らは，school attendance にも関連するが，school refusal で取り扱う。 

 Rattaz ら(2020)によれば，自閉スペクトラム症(ASD)の児童と青年はますます通常の学校環

境に含まれているが，配置の決定がどのように行われるかについてはほとんど知られていない。

本研究では，フランスの 2〜16 歳の ASD の児童と青年を対象とした多施設共同研究である

ELENA 集団で，児童と青年の就学の種類と期間を調査研究している。調査結果は，被験者の

88％が登校しており，より重度の適応および認知障害のある児童と青年が登校の可能性が低い

ことを示していた。結果から，フランスの学校のインクルージョンと ASD に関する状況を提供

している。挑戦的な行動と感覚処理過程の難しさは，部分的なインクルージョンに関連してい

た。同時に発生する不安症状は，フルタイムでのインクルージョンと関連していた。なお，本

文献は全文の閲覧が可能である。 

 Klein ら(2020)は，親の教育，親の階級，無料の学校給食登録，住居の状態，隣人の喪失のよ

うな社会経済的背景のさまざまな側面が，学校全体の欠席と怠学，病気，家事，一時的な除外

という欠席のさまざまな理由を予測するのか，どの程度予測するかをスコットランドの 4,620

人の中等学校の生徒の間で調査研究している。データは，関連した国勢調査データと学籍登録

された学校の記録を含むスコットランドの縦断的研究のサンプルから抽出された。フラクショ

ナルロジットモデルとロジスティック回帰を用いて，社会経済的背景のすべての次元が全体的

な欠席に一意に関連していることがわかった。社会経済的背景の複数の測定値は，怠学，病気

に関連した欠席，一時的な除外にも関連していた。公営住宅と親の教育は，あらゆる形態の欠

席において学校の欠席と最も広く関連していた。これらの調査結果は，学校の欠席に関する政

策と研究の決定において社会経済的背景の多次元性を考慮する必要性を浮き彫りにしている。

欠席の社会経済的格差を狭めることにもっと明確な焦点を当てることは，教育と放課後の結果

の不平等による格差を埋めるために必要である。 

 Lomholt ら(2020)によれば，登校上の問題(SAP)を抱えている若者の間には大きな異質性が



ある。このため，SAP を処理するためのプロトコルは柔軟である必要がある。Back2School(B2S)

は，SAP を用いている若者の登校率を高めるための，新しい手動ベースのモジュール式の診断

横断的認知行動療法である。これらの若者とその親の自己効力感を高めることも目的としてい

る。B2S には，青少年の不安，うつ病，行動上の問題に対処するエビデンスに基づくモジュー

ル，保護者の指導，学校の相談に焦点を当てたモジュールが含まれている。ここでは，ランダ

ム化比較試験でのB2Sの評価の実現可能性と，その有効性のランダム化比較試験の準備として，

定性的データと定量的データの両方を含む非ランダム化試験での B2Sプログラムの受容性を検

討した。青少年，保護者，教師は，ベースライン，介入後，およびフォローアップ時にアンケ

ートに回答した。登校データは，出席簿から収集された。SAP である，過去 3 か月間に 10％以

上の欠席と定義されている 24 人の若者は，デンマークのオルフス市の小中学校から採用された。

彼らの親も B2S に参加した。24 家族のうち 2 家族は，それぞれセッション 2 と 6 の後，介入中

に撤退した。残りの 22 家族のうち，86%の 19 家族が 10 セッションすべてを完了した。親と若

者は B2S に対する満足度を高いと評価し，介入後 1 年で高い満足度が維持された。教師の満足

度は若者や保護者の満足度よりも低かったが，大多数は学校の介入への参加が役に立ったと感

じていた。介入の結果の予備評価では，登校の有意な増加と心理的症状の減少，若者と親の両

方の自己効力感の有意な増加を示していた。この実現可能性データに基づいて，ランダム化比

較有効性試験の開始前に，B2S マニュアルと研究手順に適応が行われた。マニュアルへの主な

適応は，学校の相談を増やすことであった。主な手続き上の適応は，採用を拡大することであ

った。治療の実施には予想以上に時間がかかったため，心理学者による人員配置を増やす必要

があった。デンマークの具体的な実践例として取り扱った。 

 Sekiwu ら(2020)は，ウガンダのルバンダ地区にある UPE 学校の登校状況と学業成績の関係

を調査している。104 人の参加者のサンプルからのデータを用いて，UPE 学校は校内試験では

成績が悪いが，国家試験では成績が良いことが分かった。通常の学校の生徒は，慢性的な欠席

者とはパフォーマンスが異なる。登校状況と学業成績の間には正の相関もある(R=0.365)。ただ

し，登校状況は学業成績の 11.8％の変動のみを説明し，88.2％は学業成績に影響を与える他の

要因によって説明される。学校管理者は，登校状況とは別に生徒の学業成績に影響を与える可

能性のある他の要因を特定し，UPE 学校への登校を改善するためにコミュニティと学校の相互

作用プログラムを強化する必要がある。なお，本文献は全文が閲覧可能である。 

  Mawene と Bal(2020)は，特別支援教育，批判的地理学，教育政策の学際的な視点から，他者

という空間の構築を理解するために，ウィスコンシン州の都市化する学区の居住地域，通学区

域，および校則の領域での空間形態を調査研究している。学区近隣と小学校の間の人種的経済

的分離を調査研究するため，都市の非類似度指数を測定し，学区の停学率を測定して，学校の

規律での人種的不均衡を調査している。次に，2007 年度の小学校の登校ゾーンを再描画するこ

とにより，1 校の小学校における人種的経済的に少数派の児童の空間的集中をどの程度減らす

ことができたかを分析している。低所得家庭の児童の割合を引き下げるための再ゾーニング委



員会の意図的な努力にもかかわらず，近隣レベルでの空間的他者は，学校近くに低収入住宅が

集中しているために，人種的および少数派を背景とする児童が学校近くの低収入住宅から学校

に注ぎ続けられていることが分かった。なお，本文献は全文の閲覧が可能である。 

 Finning ら(2020)によれば，教職員は定期的に登校するために追加の支援を必要とする生徒を

特定して支援する上で重要な役割を果すが，リスク因子に関する彼らの信念は，介入に関する

彼らの決定に影響を与える可能性がある。この定性的研究では，登校問題のリスク因子に関す

る教育実践者の信念を調査している。 3 校の中等学校から 16 人の教職員がフォーカスグルー

プを介して面接を受けた。データは主題分析を用いて分析された。面接を受けた教職員は，個

人，家族，仲間，学校に関連するリスク因子を特定した。メンタルヘルスの低下がリスク因子

として特定されたが，抑うつ状態や行動障害などの他のメンタルヘルスの問題ではなく，主に

不安に焦点を合わせていた。全体的な認識は，学校要因は個人，家族，仲間の要因よりも重要

ではないというものであった。登校問題における学校要因の役割についての認識を高める必要

性，前向きな仲間と生徒と教師の関係を促進することに焦点を当て，若者，家族，学校の間の

共同作業の必要性が求められる。データ数が少なく，今後の継続研究が待たれる。 

 Mousumi と Kusakabe(2020)によれば，インドの私立学校の成長は，生徒の入学者数増加に大

きく貢献したが，無許可の集落に住む親が子どもたちの学校への登校をどのように支援し，私

立学校などの代替オプションを子どもたちに求めることができるかなど，特定の問題も起きて

いる。学校の選択に関連して，無許可の地域に住む，インドでは少数派の地位にあるイスラム

教徒の親の懸念に焦点を当てることによって，十分に研究されていない側面に焦点を当てるこ

とを目的に研究を行っている。データは，質問紙と半構造化面接を通じて得られた。インドの

デリーにある無許可の地域の 13 人の校長と 35 世帯のデータを利用すると，地理的社会的背景

の制約により，親は困難な問題に直面していることが分かった。私立学校の選択に関する問題

と学校を見つけることの課題が議論されている。違法な集落で疎外されたコミュニティや親に

対する学校教育の選択肢を検討しているインドの政策立案者や教育者に活用される内容を含ん

でいる。 

 Totsika ら(2020)によれば，自閉スペクトラム症での不登校は，これまでほとんど注目されて

いなかったが，自閉スペクトラム症の児童生徒の不登校ついて包括的な記述をすることを目的

に研究を行っている。オンライン調査を通じて，486 人の平均年齢 11 歳の子どもの保護者が，

1 か月以上の登校と不登校の理由について報告している。児童生徒は 23 日間のうち平均して 5

日間欠席していた。43％の児童生徒の間で，利用可能なセッションの 10％以上の欠席という継

続的な欠席が発生していた。不登校は，年齢の高い生徒で 2 人の親がいる世帯に住んでおらず，

親の失業があり，特に主流の学校に通っていることと関連していた。登校拒否は不登校の 43%

を閉めていた。学校の除籍と学校からの撤退はそれぞれ欠席の 9％を占めていた。怠学はほと

んど存在していなかった。主に医療の予約と病気に関連する問題のない長期欠席が欠席の 32％

を占めていた。問題のない欠席は知的障害のある児童生徒の間でより可能性が高く，登校拒否



は年長の生徒の間でより可能性が高く，除籍はひとり親，失業者，そして十分な教育を受けた

家庭の生徒の間でより可能性が高かった。調査結果から，自閉スペクトラム症での不登校が重

要な問題であり，不登校の形態と理由について，詳細を把握することが重要であることを示唆

していると考えられる。 

 Dannow ら(2020)によれば，長期欠席は十分に研究されていない分野であり，問題に対する

若者や親の認識についてはほとんど知られていない。不安に関連した長期欠席の 3 人の若者と

その親の経験を定性的現象論的アプローチにより調査研究している。結果は，個人，学校，親

の要因の貢献からなる包括的な領域を強調している。根底にある主要なテーマも特定された。

これらには，登校に対する曖昧さ，組織レベルの学校，生徒教師レベルの学校，生徒仲間レベ

ルの学校，親の責任，および長期欠席に関する限られた理解と知識が含まれている。さらに，

サブテーマが特定された。デンマークの学校における不安に関連する長期欠席に関する共通の

方針と手順を開発する必要性を含め，調査結果が議論され，実践への影響が概説されている。3

人のケースをもとに議論がされているので，今後の継続研究にも目を向けていきたい。 

 Julius と Sims(2020)によれば，英国政府が 2020 年 3 月 20 日にすべての学校に大多数の生徒

の近くに行くように命じたとき，脆弱な生徒と公衆衛生，輸送，食糧供給で働く人々などのキ

ーワーカーの子どもたちに現場教育を提供するように求められた。それ以来，脆弱な生徒とキ

ーワーカーの子どもたちの両方の就学レベルは低く，脆弱な生徒のわずか 15%が学校に通って

いる。ここでは，脆弱な生徒とキーワーカーの子どもたちの学校の関与に焦点を当てている。

脆弱な生徒のための遠隔提供と福祉支援や，学校がより完全に開校し始めるにつれて，この規

定を提供し続けることに伴う課題である。英国の公的資金による主流の初等中等学校の 1,233

人の学校管理者と 1,821 人の教師を対象とした全国調査の結果に基づいている。5 月 7 日から

17 日までの回答では，全国的に代表的な状況を提供するために，フェーズと無料の学校給食

(FSM)の適格性によって重み付けされている。なお，本文献は全文の閲覧が可能であり，2020

年 3 月時点での英国での COVID-19 の感染状況や学校教育での対応を見ることができると考え

る。 

 Clemens ら(2020)によれば，各国の国境内では，世界中の国々が COVID-19 の感染を防ぐた

めに人間同士の接触を減らすことを目指している。特に高齢者や病気の人々の健康を保護する

上でプラスの効果がある。この年齢層でもまれな死亡があったとしても，児童，青年，その親

は通常，重篤な病気のリスクがはるかに低くなる。ソーシャルデイスタンシングを達成するこ

とを目的とした政治的措置は，特に学校閉鎖の有効性があいまいなエビデンスであるにもかか

わらず，これらの年齢層を襲った。このことは，彼らのメンタルヘルスへの影響についてのさ

らなる反省を必要とする。本文献は全文の閲覧が可能であり，2020 年 6 月出版の文献で，その

後の取り組みについても目を向けていきたい。 

 Jefsen ら(2020)によれば，新型コロナウイルス(COVID-19)のパンデミックは，ウイルス自体

によって引き起こされるものをはるかに超えて，重大な心理的苦痛を含む，健康に悪影響を与



える可能性がある。すでに精神疾患を抱えて生活している児童青年は，パンデミックに関連す

る苦痛に対して特に脆弱である可能性がある。たとえば，ウイルスへの恐れや，ウイルスの拡

散を最小限に抑えるために開始された重要な社会的変化(ソーシャルディスタンシング)である。

この観点から，デンマークの大規模な精神医学的治療環境にある児童青年における COVID-19

パンデミック関連の精神病理学に関するデータを提供し，COVID-19 パンデミックの有害な影

響の可能性についてアドバイスを提供している。児童青年のメンタルヘルスは最小限に抑えら

れる可能性があり，児童青年に重点を置いたパンデミック関連の精神病理学に関する 6 つの研

究ラインを提案している。最後に，これらの研究イニシアチブを今ここで支援する政治家，保

健当局，資金提供団体の必要性を強調している。不登校との関連もある COVID-19 の，この文

献は，2020 年 7 月段階での文献であり，この後の研究の進展に目を向けたい。 

 

 ２ school dropout に関する研究の概観 

  school dropout をキーワードに持つ文献 234 件のうち，関連の考えられる 17 件について概観

することにする。ERIC では 51 件のうち 7 件，APA PsycInfo では，183 件のうち 10 件を取り

上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国 7 件(school attendance と重複 1 件)，ノルウェー2 件，

トルコ 2 件，カナダ 1 件，スイス 1 件，ジンバブエ 1 件，ベルギー1 件，ポルトガル 1 件，ホ

ンジュラス 1 件である。 

 Dupéré ら(2020)によれば，社会的伝染理論は，同じ年齢の高等学校中途退学者と関係のある

青年男女は，自身が中途退学する大きなリスクがあることを示唆している。この前提を検討し

た研究はほとんどなく，影響力のある同年齢の親族すべてを考慮するものもなく，友人や兄弟

姉妹のいずれかのみに焦点を当てた研究もない。さらに，青年期という社会の世界，恋人への

主要な影響は無視されている。友人，兄弟姉妹，恋人の間での中途退学の発生を考察すること

により，中途退学の伝染についての包括的な考え方を提供することを目的に研究を行っている。

高等学校中退者が 1/3，中途退学のリスクはあるが忍耐強く在学している級友が 1/3，リスクの

ない平均的な生徒が 1/3 で構成される 545 人のカナダの青年男女が対象者である。予測どおり，

関係するメンバーが最近学校を去ったとき（前年，OR=3.11; 95％CI[1.78,6.27]），級友，恋人，

兄弟姉妹の中の中途退学に対する中途半端なサイズの独立した関連があり，中途退学をするリ

スクがより高くなった（OR1.97 [95％CI 1.25，3.41]と 3.12[95％CI 1.23,11.0]の間）。さらに，

最近中途退学した同年齢の親族，級友や兄弟姉妹などが複数のタイプのネットワークに含まれ

ている場合には，青年男女は特に中途退学をするリスクがある（OR=4.88;95％CI [2.54,12.5]）。

研究結果から，中途退学の社会的伝染は低所得の学校で蔓延している現象であり，予防プログ

ラムは最近中途退学をした同年齢の親交のある青年男女を対象とすることを示唆している。統

計の網のかけ方について検討をする必要があり，他のケースでの調査研究が求められる。なお，

本文献は全文が閲覧可能である。 

  Koc ら(2020)は，中途退学した生徒，教師，保護者の視点から中途退学に関連する要因を決



定し，中途退学した生徒の体験についても探求することを目的に研究を行っている。この目的

のために，この定性的研究では，トルコの中学校または高等学校を中途退学した 5 人の青年男

女と保護者および教師に面接が行われた。研究から，中途退学に関連する要因が，家族，教師

という個人レベル，マイクロシステムレベルでの経済，マクロシステムレベルでの性別という

適応問題を含まれることを見いだされた。生徒，教師，保護者は一般的に経済状況について合

意したが，家族と教師への影響については異なっていた。研究では，また，中途退学をする個

人は，そのために労働市場に参入できないか，地位の低い仕事で働かなければならず，中途退

学を後悔し学校を辞めなければより良い生活を送っていただろうと考えていた，ということを

決定づけていた。対象者が少ない研究であり，今後の継続研究が求められる。 

  Samuel と Burger(2020)によれば，先行研究では，中途退学のいくつかのリスクと保護要因が

指摘されているが，一時的なリスクや保護要因とともに長期的な脆弱性を調査した文献はごく

わずかである。そこで，4 年間の縦断的デザインを用いて，安定して時間変化する心理社会的

リスクと保護要因の両方が中途退学の意図と実際の中途退学で果たす役割に焦点を当てている。

否定的な人生の出来事，一般的な自己効力感，認識された社会的支援の間の相互作用によって，

中途退学の意図と実際の中途退学がどの程度予測できるかを調査している。自己効力感と社会

的支援の時間平均レベルと，時間の経過に伴う自己効力感と社会的支援の個人内変化を識別し

ている。これにより，中途退学の意図と実際の中途退学が，これらの心理社会的リソースの個

人固有のレベルを制御するときに認識される自己効力感と社会的支援の変動に敏感であるかど

うかを確認している。男性 43%で 4,956 人による予測コホート調査のデータを用いてマルチレ

ベルモデルを計算すると，否定的な人生の出来事が中途退学の意図の増加と実際の中途退学の

可能性に有意に関連していることを示している。自己効力感と社会的支援の時間平均レベル，

時間平均レベルと比較したこれらの特性の個人内状況の増加は中途退学の意図のレベルの低下

に関連していたが，実際の中途退学を防ぐことはできなかった。否定的な人生の出来事と中途

退学の意図との間の積極的な関係は，通常よりも高いレベルの自己効力感を感じた個人にとっ

ては弱められていた。この調査結果は，今後の研究では，中途退学の時間平均および状況に応

じた心理社会的要因を組み合わせて調査する必要がある。本文献は全文が閲覧可能である。 

  Gatsi ら(2020)によれば，中途退学は世界中の学校を消耗させる主な原因であり，その影響は

広範囲に及ぶ可能性がある。先行研究からのエビデンスは，中途退学という現象の体験を生き

てきた人々の声が欠けていることを示していると考えている。本研究では，ジンバブエの観点

から，早期学校離脱者による中途退学の概念化について調査研究をしている。ジンバブエの 3

つの地域から 22 人の早期学校離脱者が研究に参加した。データ収集戦略には，フォーカスグル

ープのディスカッション，インタビュー，ライフストーリーの物語が含まれていた。調査結果

は，学校からの物理的な撤退を超えた中途退学の拡張された定義の必要性を示していた。中途

退学は，心理的な意味を持つトラウマ的な個人的な体験として理解されていた。それは意味の

ある未来の剥奪，学校生活の苦痛な記憶の回復，教育体制における未解決の不平等の反映を伴



っていた。ジンバブエの教育体制における学校の方針と実践は，公平性のニーズに敏感であり，

影響を受ける人々とその家族に専門的なカウンセリングの支援を提供する必要があり，熟練し

た情緒的に安定した人員が，国の教育体制と経済に責任を持つべきであると考えている。 

  Zaff と Boston(2020)によれば，アメリカ合衆国の高等学校中途退学率は低下し続けている。

この減少の考えられる理由には，より強力な学業基準，永続的な州および地区の活動，中途退

学した若者が教育の機会に再挑戦するのを助けるプログラムの実施が含まれる。ここでは，中

途退学率の改善のための補完的な仮説である大人の許容力を提案している。大人が若者を育て，

交流し，教えるとき，若者は学業と人生の成功を達成する可能性が高くなる。同様に，若者の

近くにはこれらの関係を提供するのに十分な大人が必要である。 1970 年から 2010 年の 10 年

国勢調査データを用いて，近隣地域の成人と若者の比率の増加が，中途退学率の減少と共変す

るかどうかを調べている。比率が 1％増加すると，中途退学率が 1％減少していることが確認さ

れた。その影響は，主に黒人またはアフリカ系アメリカ人の近隣および高所得の近隣で大幅に

大きくなっていた。政策への影響，特に成人と若者の比率をどのように高めることができるか

について述べているが，比率についての影響がなぜ起こっているのかについて更に検討する必

要がある。 

  Kearney と Graczyk(2020)は，school dropout にも関連するが，school attendance で取り扱う。 

  Kuperminc ら(2020)は，中途退学するリスクが高いと特定された生徒の高校 1 年生のレジリ

エンスを高める上で，1 年間にわたる学校ベースのグループメンタリングプログラムである

Project Arrive(PA)へ参加する役割を検討した。参加者は 114 人で，32 の PA メンタリンググル

ープの 1 つに参加している 9 年生の生徒と統計的に一致する 53%が男性，75%が無料または割

引価格の昼食の資格のある 62%がラテン系の 71 人の対照生徒であった。選択バイアスを減ら

すため，逆確率重み付け法(IPTW)を伴う傾向スコア，およびメンタリンググループ内のデータ

の非独立性を説明するためのマルチレベルモデルを用いて，発達支援と機会の 7 つの外部レジ

リエンスと個人の強度の 4 つの内部レジリエンスに関するテスト前からプログラム終了までの

変化を調査した。プログラム終了時，PA 参加者は，学校支援，学校帰属，学校への有意義な

参加，仲間の思いやりのある関係，向社会的な仲間，家庭の有意義な参加など，6 つの外部リ

ソースの対照群よりも調整平均が高かった。PA 参加者はまた，問題解決という 1 つの内部リ

ソースに対してより高い調整平均であった。結果は，学業的に脆弱な青年男女の間でレジリエ

ンスを高めるためのアプローチとしてのグループメンタリングの役割を示していた。なお，本

文献は全文の閲覧が可能である。 

  Simonsen と Rundmo(2020)によれば，学校の満足度は，学業成績と生徒の対処効果に加えて，

教育の質の重要な指標であり，中途退学を防ぐための重要な要素でもある。高校生の学校との

アイデンティティ(school identification)と自己効力感が学校の満足度とどのように関連してい

るかを調査研究している。ここには，性別，教育課程，親の教育レベルの管理が含まれていた。

ノルウェーの 3 つの高等学校の高校生に自己申告式質問票を実施している。対象者には 794 人



の 1 年生が含まれていた。調査への参加を差し控えた回答者はいなかった。研究に参加したほ

とんどの生徒は学校に満足していた。これらの調査結果から，学校とのアイデンティティの重

要性を強調している。学校とのアイデンティティは，自己効力感よりも生徒の学校の満足度に

とってより重要であることがわかった。さらに，結果によると，教師の社会的アイデンティテ

ィのリーダーシップは，生徒の学校の満足度に重要な役割を果たしていると考えられ，学級の

管理に不可欠であることを示唆している。school identification として表現されることが，学校

との一体化，学校での自分の存在感なども含まれると考えられる。なお，本文献は全文の閲覧

が可能である。 

  Vaughn ら(2020)は，中途退学リスク調査(DRI)を記述し，規範的なサンプルを用いて，心理

測定特性の予備検証を提供することを目的に研究を行っている。参加者は，多様な人口統計の

アメリカ合衆国南西部の大都市地区から募集された。分析サンプルに含まれる 343 人の生徒全

体で，参加者は 61.22％が男性 210 人でスペイン語系が 44.02％，151 人であった。因子分析，

テストと再テストを含む信頼性，予測可能性の妥当性テストを実施した。因子分析の結果，58

項目と生徒と教師の関係，行動の解放，心理的関与，学業的および認知的関与，自己効力感，

経済的ストレス，肯定的および否定的な仲間の影響，目標設定と問題解決という 9 つの下位尺

度で構成される DRI の下位尺度構造のサポートが見出された。ほとんどの下位尺度は，良好な

内部一貫性の信頼性(α>0.80)と 9 年生から続く学年までのテストと再テストの信頼性を備え

ていた。予測的妥当性テストは，下位尺度と行動および学業成績との間に一貫した関係（たと

えば，r が 0.10 から 0.40 の間の場合，p <0.001）を示していた。経済的ストレスと仲間指数の

下位尺度は，これらの結果とはほとんど関係がないことが分かった。調査結果は，中学生およ

び高校生で使用する中途退学リスク調査(DRI)の最初のエビデンスを提供している。調査結果

は，DRI が信頼性が高く，行動的および学業的リスクに関して有用な予測的妥当性があること

を示唆している。予備的な検証であるので，今後の継続研究にも目を向けていきたい。 

  Karadag(2020)は，児童青年精神科に申請した青年男女の精神医学的診断の分布と不安および

抑うつレベルを決定することを目的に研究を行っている。ここには，Mardin 州立病院の児童青

年精神科に申請した 12〜18 歳の青年男女が含まれていた。患者の精神医学的診断は，DSM-V

に従った臨床面接によって決定された。その上，社会人口統計学的データ形式，小児うつ病目

録および Spielberger 状態-特性不安検査が患者について記入された。54 人の青年男女が研究に

含まれ，患者の平均年齢は 15.7 歳であった。DSM-V によると，16 人，29.6%の注意欠如・多

動症（ADHD）が最も一般的な診断であり，12 人，22.2%が抑うつ障害，9 人，16.6%が不安症

であった。最も一般的な診断は，男性の ADHD，女性の抑うつ障害であった。平均抑うつ得点

は 21.8 で，27 人(58.7％)）がカットオフスコアを上回っていた。状態不安尺度の平均は 48.1

であり，特性不安尺度の平均は 50.8 であった。カットオフスコアによると，患者の 78.3%，36

人は高レベルの状況不安であり，76.1%，35 人は高レベルの特性不安であった。Mardin 州立病

院の 54 人の結果からは，精神病理学の割合と抑うつおよび不安のレベルは学校を中途退学した



青年に多く見られている。トルコの病院臨床での 54 人のケースの場合の結果として参考に捉え

られる。 

  McFarland ら(2020)は，さまざまな調査と管理データセットを用いて，州および全国レベル

での高校の中途退学率と修了率に関する統計を示している。特定の 12 か月の期間に中途退学す

る生徒の割合（イベントの中途退学率），高等学校の中途退学者である特定の年齢範囲の若者

の割合（ステータスの中退率），および高校の資格を保持している特定の年齢層の若者(ステー

タス完了率)，9 年生の開始から 4 年以内に正規の卒業証書で卒業する生徒の割合に関するデー

タが含まれている(調整されたコホート卒業率)。McFarland らによる報告書は，1988 年に始ま

った高等学校の中途退学率と修了率に関する一連の NCES レポートを更新している。アメリカ

合衆国の継続的経時的な高等学校中途退学率と修了率を確認することができる資料である。な

お，本文献は全文が閲覧可能である。 

  Mazrekaj ら(2020)によれば，モジュール学習とは，従来のコースをより小さな区分またはモ

ジュールに分割することを示す。各モジュールにより，生徒は資格に組み合わせることができ

る部分的な証明書を取得できる。ここでは，中等教育および高等教育で広く使用されているモ

ジュール学習が，中途退学を減らすのに効果的であったかどうかを評価している。この目的の

ために，ベルギーのフラマン語共同体における政策変更を利用し，最近いくつかのプログラム

にモジュール学習を導入した。結果は，学校ごとに異なる採用日の差異のある枠組を用いて，

モジュール学習が中途退学を 2.5%削減し，外国出身の生徒への影響が最も大きいことを示して

いる。したがって，モジュール学習は，中途退学に取り組み，民族の達成の格差を減らすため

の効果的なポリシーになる可能性がある。さらに，モジュール学習に登録されている生徒は雇

用され，労働市場でより高い収入を得る可能性が大きくなる。学習効果による中途退学率の減

少について述べている。 

  Nada ら(2020)は，過去 20 年間でポルトガルの早期の中途退学(ESL)は大幅な減少を記録し

たが，改善傾向の理由を理解するために，さまざまな教育機関で実施されている ESL 対策の分

析を行っている。学校の関与を増やし，ESL を減らすという観点から，主流の教育と代替教育

が互いにどのように学ぶことができているかを理解することを目的に研究を行っている。分析

は，ESL の個人志向の見方を超え，より広い制度的構造的問題に焦点を当てるという意図によ

って導かれている。これらの対策を深く理解するために，校長，教師，生徒という教育関係者

に面接を行い，生徒と教師とフォーカスグループディスカッションを行った。調査結果は，主

流の教育機関と代替の教育機関の両方で，ESL と戦うための対策は，若者の日々の体験とニー

ズに基づいて構築されているのではなく，トップダウン方式で立案，実行された傾向があるこ

とを示唆している。しかし，違いも確認され，教育の代替モデルは ESL のより包括的な見方に

根ざしており，若者が日常生活で体験する課題によりよく適応しているように考えられること

を示唆している。その結果，主流の教育は代替の教育機関の例に従い，生徒の推定される欠損

だけに焦点を当てるのではなく，より広い体系的な不十分さに取り組むことを目指す，より包



括的な反 ESL 対策を開発することができているとしている。政策提言の観点から，調査結果は，

主流の教育と代替教育の両方が，刺激的な政策と実践の機関間のより大きな転換から利益を得

ることができることを示唆していると考えている。 

 Murphy-Graham ら(2020)は，ホンジュラスの女子を対象とした縦断的混合法研究において，

学校教育，児童の結婚，青年期の妊娠の交差について考察している。(1)女子の学籍登録と中途

退学の形態，これらが結婚や出産のタイミングとどのように関連しているか，(2)中途退学，早

期の結婚，早期の出産に関連する要因，(3)結婚と産後の再度の学籍登録の形態について，展開

している。青年期初期の世帯収入から，中途退学，早期の結婚，早期の出産が予測されること

が分かる。ほとんどの女子は，結婚や母性のためではなく，収入が不足しているか，学校に行

きたくないという理由で勉強をやめていた。学校に戻る割合はごくわずかであった。これらの

ことから，女子を保護し中等学校を無事に修了し，結婚を遅らせ，早期の妊娠を防ぐための努

力のタイミングと性質を知ることができると考えられる。 

 Holen ら(2020)によれば，中途退学を減らすために国を越えての大きな注意と多くの努力に

もかかわらず，永続的な挑戦のままである。 2010 年にノルウェー省によって開始された「新

しい可能性」と名付けられたイニシアチブの 1 つは，高等学校入学前の 10 年生の最後の数か月

の間に不十分な達成者に集中的なトレーニングを提供することを目的とした全国的で柔軟なプ

ログラムであった。成績向上の差別化された分析は，非常に低い成績の参加生徒が改善したの

に対し，中程度の成績の生徒は参加しなかった生徒よりも悪化したことを示していた。 参加す

る生徒の異質性は，介入の柔軟性と地域の裁量に注意を払って議論されている。 イニシアチブ

の目的に関する地域の解釈の違いには，あいまいさへの対応，矛盾する価値観，矛盾する政策

要求，イニシアチブに関連するコア要素の特定の欠如が含まれている。コンゴの取り組みにつ

いても目を向けていきたい。 

 McMahon と Sembiante(2020)によれば，中途退学の文献の重点は，中途退学の幅広い原因を

探求することから，中途退学のリスクが高い児童生徒を特定するために少数の予測指標を求め

ることへとシフトしてきている。過去 10 年間の早期警告調査の多くは，介入を通知する可能性

がある場合でも，モデルの予測的性質に追加されない指標を除外している。この変化と早期警

告研究の相対的な初期段階を考慮して，中途退学と早期警告システム(EWS)を取り巻く文献の

系統的概観をここでは提示している。生徒レベルの指標に焦点を当てて評価することにより，

効果的な EWS が，学校が介入する実用的な情報を提供しながら，中途退学の出来事の予測と

根本的な原因の間の格差を埋める方法についての議論を提示している。最後に，EWS の焦点を

生徒の識別から意味のある予測と介入に移す手段として，児童レベルの指標の可能性を示す予

備データを提示している。結果から，調査した生徒レベルの指標が，卒業に向けて順調に進ん

でいる，あるいは順調に進んでいない生徒レベルの生徒を効果的に特定する方法を示している。

学校を中途退学することは，児童レベルで早くも予測できるという立場を正当化するエビデン

スの意味と，この分野での将来の研究を推進する可能性について論じている。 



   

 3   school phobia に関する研究の概観 

  school phobia をキーワードに持つ文献 120 件のうち，関連の考えられる 6 件について概観す

ることにする。ERIC では 0 件，APA PsycInfo では，120 件のうち 6 件を取り上げる。なお，

国別では，アメリカ合衆国 2 件，イラン 1 件，トルコ 1 件，ヨーロッパ 7 カ国(ブルガリア･ド

イツ･イタリア･リトアニア･オランダ･ルーマニア･トルコ)1 件，中国 1 件である。 

 なお，ERIC では，2015 年の文献以降，school phobia をキーワードとする文献は 2020 年まで

0 件が続いている。 

 Mohammadi ら(2020)によれば，社交不安症(SAD)は頻繁に起こる精神障害であり，有病率，

社会人口統計学的特性，危険因子，および児童青年の間のこの状態の併発症を推定することを

目的として研究を行っている。6～18 歳のイラン人を対象に実施された横断的な全国調査で，

対面式の世帯面接が訓練を受けた臨床心理学者によって行われた。SAD の有病率を推定するた

めに，学齢期の子ども向けの感情障害と統合失調症の児童用尺度ペルシア語版・現在および生

涯版(K-SADSPL)により行われた。親の性格特性とその精神病理学は，ミロン臨床多軸尺度第

3 版(MCMI-III)を用いて，考えられるリスク要因を見つけることによっても取得された。対象

者 29,878 人から，585 人が SAD と診断され，1.8％の加重生涯有病率が観察された。この状態

のオッズは年齢の高い青年 (OR:1.47;95%CI:1.11-1.95)と精神科入院の父方歴のある個人

(OR:2.96;95%CI:1.29-6.79) の 間 で 有 意 に 高 か っ た 。 母 親 の 持 続 性 う つ 病 障 害

(OR:1.009;95%CI:1.000-1.018) お よ び メ ラ ン コ リ ッ ク パ ー ソ ナ リ テ ィ 特 性

(OR:1.007;95%CI:1.001-1.014) の よ り 高 い 平 均 と 統 合 失 調 症 ス ペ ク ト ラ ム

(OR:1.014;95%CI:1.001-1.027)と父親の不安(OR:1.010;95%CI:1.010-1.021)は，統計的に子どもの

SAD の高いオッズと関連していた。他の不安障害と行動障害が最も一般的な併発症であった。

横断分析では，考えられる因果関係の分析はできず，対照群と追跡期間の欠如は，将来の研究

で解決されるべき他の主要な制限となっていた。臨床医と研究者は，すべてのレベルとすべて

の発達段階で，この状態を研究し続ける必要があると考えられる。 

  Husky ら(2020)によれば，いじめ行動は，子どもたちのメンタルヘルスと機能の問題に関連

する深刻な問題として国際的に認識されており，ヨーロッパの 7 か国の小学生におけるいじめ

の関与と自己申告によるメンタルヘルスとの関連を明らかにすることを目的として研究を行っ

ている。ヨーロッパの児童メンタルヘルス調査は，2010 年にブルガリア，ドイツ，イタリア，

リトアニア，オランダ，ルーマニア，トルコで，同様の方法を用いて，子ども，親，教師から

横断的データを収集するために実施された。Dominic 相互作用の調査を行い，母親，教師が長

所と難しさのアンケートに回答した 5,183 人の子どもに焦点を当てた。全体で 14.3％の子ども

がいじめっ子，18.2％がいじめられっ子，19.0％がいじめっ子といじめられっ子の両方として

特定された。いじめの状態を定義するための低い閾値にもかかわらず，関与していると特定さ

れた子どもは，自己申告によるメンタルヘルス問題を現す可能性が非常に高かった。いじめら



れっ子の 31.6％，いじめっ子の 25.4％といじめられっ子の 23.1％が報告した。重要な要因を調

整すると，いじめっ子といじめられっ子は外在化障害を現す可能性が大幅に高くなったが，い

じめられっ子はそうではなかった。さらに，いじめられっ子の状態は，恐怖症

(AOR=1.48,95%CI=1.01–2.19) ，全般不安症 GAD(AOR=2.54,95%CI=1.67–3.87 ），不安症

(AOR=1.88,95%CI=1.43–2.47)およびうつ病(AOR=2.52,95%CI= 1.61–3.93)，分離不安症などの各

内面化障害を現す確率が有意に高いことに関連していた。いじめられっ子の状態は

GAD(AOR=1.63,95%CI=1.07–2.48)と分離不安症のいじめ状態(AOR=1.44,95%CI=1.07–1.93)に

のみ関連していた。結果から，ヨーロッパ中の小学生におけるいじめの関与と子どものメンタ

ルヘルスとの関連を強調しており，今後の研究にも目を向けていきたい。 

  Zhang ら(2020)によれば，社交不安症(SAD)は通常，児童期または青年期に発症し，この期

間中の脳の発達と慢性的な家族のストレスに関連している。情報ハブとして，視床は感情処理

とストレス調節の発達に重要な役割を果たしている。その構造的機能的側性化は，精神障害に

関連している。SAD の児童および青年における視床容積の年齢依存性の非対称性を調査し，児

童と青年の家族性ストレスの主な原因である親の疎外と，この集団の不安症状との関係を緩和

する際の視床の非対称性の役割を調査研究している。SAD の 53 人の薬物を使用していない児

童と青年および 53 人の典型的な発達中の 8～17 歳の対照群が含まれていた。不安の重症度は，

児童と青年の不安関連感情障害のスクリーニング(SCARED)を使用して測定された。両側の視

床容積を推定し，視床の非対称性に対する診断効果と年齢層の違いを調査した。さらに，親の

疎外感，社会恐怖症，合計 SCARED 得点の間の関連性について，視床の非対称性の緩和を調査

した。対照群と比較して，SAD 群は視床容積に有意に異常な非対称性を示していた。この非対

称性は，年齢の高い群でより明白になった。さらに，この非対称性は，親の愛着と合計 SCARED

得点との関係を大幅に弱めた。視床容積の非対称性とその年齢層の違いは，SAD の児童と青年

の脳の発達異常を支援する新しいエビデンスを提供する。調査結果はさらに，SAD の児童と青

年における生理学的ストレスと慢性ストレスの間の相互作用を明らかにした。 

 Ginsburg ら(2020)は，治療 12 週間後および 1 年間のフォローアップ時に，学校臨床医が認知

行動療法(CBT)を行った場合の有効性を通常の治療(TAU)と比較している。CBT で 37 人，TAU

で 25 人，計 62 人の学校を拠点とする臨床医と CBT で 148 人，TAU で 68 人，計 216 人の児童

生徒が参加した。平均年齢 10.87 歳，白人が 64％，アフリカ系アメリカ人が 29％，女性 48.6

％の 6〜18 歳の児童生徒で，全員が主な不安障害の DSM-IV 診断基準を満たしていた。独立し

た評価者(IE)は，臨床的改善，全体的機能，不安診断の喪失を評価した。児童生徒とその親は

不安症状の測定が行われた。治療後，主要な結果には有意な治療の効果は現れなかった。児童

生徒の 42％と 37％は，それぞれ CBT と TAU の治療応答者として分類された。しかし，児童生

徒の不安に関する親の報告では，TAU と比較して CBT の大幅な改善が示された(d=.29)。治療

後のモデレーション分析では，年齢の高い生徒，社会恐怖症，ベースラインでのより重度の不

安神経症の児童生徒は，TAU と比較して CBT の治療反応者である可能性が高いことが示され



た。1 年間のフォローアップ時では，治療効果は維持されたが，治療群の違いやモデレーター

は現れなかった。児童生徒の不安障害の CBT と TAU は，学校の臨床医によって行われた場合，

親の測定値を除くすべてと特定の下位群での治療後と 1 年間のフォローアップ時の両方で不安

を軽減し機能を改善する効果が一般的に類似していた。学校ベースでの実施で，CBT を広める

ことの意味についての参考になると考える。なお，本文献は全文の閲覧が可能である。 

  Navarro ら(2020)によれば，児童の内面化症状は青年期の内面化症状と関連している可能性

があるが，症状のある児童のごく一部のみが長期的なリスクにさらされている。(1)母親と教師

の評価を使用して内面化症状の典型的なレベルと非典型的なレベルを区別し，(2)男女の児童の

内面化症状と青年期の全般性不安症，抑うつ，社交恐怖の症状との関連をテストすることを目

的に研究を行っている。多軌道モデルを使用して，1,431 人の大規模な集団で，母親と教師が

報告した内面化症状の進化を児童期(1.5〜12 歳)にわたって推定した。複数の線形回帰モデル

を用いて，内面化症状の児童期群のメンバーシップと，性別による 15 歳での自己申告による特

定の内面化症状との関連を推定した。その結果，児童時代の内面化症状の 5 つのグループが特

定された。母親と教師の評価が低い(22.6%)，母親の評価の中程度と教師の評価が低い(37.9%)，

母親の評価の中程度と教師の評価が高い(18.3%)，母親の評価が高いと教師の評価が低い

(11.8%），母と教師の評価が高い(9.5%)である。複数の線形回帰モデルは，低グループと比較

して，(1)高グループの男子がより高い社交恐怖の症状を報告し(p=0.04)，(2)高グループの女

子がより高い抑うつ(p=0.01)と全般性不安症を報告していたことを示しており(p<0.01)，(3)中

等度および高グループの女子は，青年期に全般性不安症(p=0.02)が高いと報告していた。主な

制限は，母親と教師の評価が主に異なる発達期間をカバーしていることである。結論として，

児童期の内面化症状の複数の情報提供者による評価は，単一の情報提供者への依存よりも，一

般集団サンプルにおける青年期特有の内面化症状の特定を改善するものと考えられる。 

  Arpaci ら(2020)によれば，研究者たちは，新型コロナウイルス(COVID-19)パンデミックの悪

影響が続くと予測している。これらの悪影響は，精神病理学的問題だけに限定されず，COVID-19

による深刻な生理学的，社会的，経済的困難は，すでにさまざまな国で観察されている。ここ

では，DSM-V300.29 に分類される可能性のある新しいタイプの特定の恐怖症を提案している。

この研究では，DSM-V の特定の恐怖症の診断基準に対応する項目を備えた自己報告手段を開発

し，その初期の心理測定特性をテストしている。結果から，尺度が構成，収束，識別の妥当性，

内部一貫性の信頼性の最初のエビデンスがあることを示している。尺度はさらにテストする必

要がある。ただし，COVID-19 恐怖症尺度項目(C19P-S)は，幅広い年齢層の恐怖症反応のレベ

ルを評価するサポートを提供するものである。不登校として現れる可能性もある長期にわたる

新型コロナウイルスにかかる恐怖症についての 2020 年 7 月での文献であり，今後とも目を向け

ていく必要があると考えられる。 

  

 4  school refusal に関する文献 



  school refusal をキーワードに持つ文献 88 件のうち，関連の考えられる 11 件について概観す

ることにする。ERIC では，5 件のうち 3 件，APA PsycInfo では，83 件のうち 8 件を取り上げ

る。なお，国別では，アメリカ合衆国 3 件(attendance と重複 1 件)，フランス 2 件，エクアド

ル 1 件，チリ 1 件，オーストラリア 1 件，日本 1 件，スペイン 1 件，英国 1 件である。 

 Martin ら(2020)によれば，怠学，退学，除籍とは異なり，登校拒否は登校問題(SAP)の一形

態で，特定のメンタルヘルスケアが必要である。学校の特定と登校拒否生徒のケアへの照会は，

欠席の理由に関する教職員の解釈に依存している。文化的要因は，若者の行動や登校に対する

親の態度の誤解を引き起こす可能性があるため，教職員は，異文化の背景のある移民または移

民の子どものこれらの理由を理解するのが難しい場合がある。これらの生徒の登校拒否に関連

する，主に教師である教職員の経験と意見を調査することを目的に研究を行っている。グラウ

ンデッドセオリーの方法論を用いて，フランスの 2 つの地域の教職員に 52 項目の定性的面接を

実施した。登校拒否の生徒との彼らの日常の実践は，例えばすべての若者の欠席に応じて一般

的にあらわされ，例えば移民や移民である子どもがいない異文化のかかわりで行われた。ここ

では，異文化のバックグラウンドがある生徒とのかかわりを報告した 30 人の参加者のインタビ

ューを分析している。多くの教職員は，学校文化が自分たちとは異なる移民家族が関与する状

況で，困難，アンビバレンス，不安定な感情を経験していると報告していた。文化について話

すことは，ほとんどの参加者にとってタブーのように思え，これらの状況は参加者の通常の戦

略に挑戦し，これらの若者とその家族に対処するために新しい戦略を考案することが求められ

た。一部の教職員は排他的な態度をとるリスクがあったが，他の教職員は，コミットメントと

創造性の両方で登校拒否に対処した。これらの参加者が経験した緊張は，フランスの普遍主義

イデオロギーと，ますます多文化化する学校の日常生活の現実との間の矛盾を明らかにしてい

る。登校拒否をあらわす異文化を背景とする子どもに対する教職員の態度は，子どもたちのケ

アへのかかわりに影響を及ぼし，社会的不平等を形成する可能性がある。さらなる研究は，教

職員の異文化間の訓練，移民家族のための学校での通訳の使用の改善，特に登校拒否のための

SAP 評価尺度への異文化間次元の追加を含む介入を開発，実施，評価する必要が今後の研究に

は求められる。なお，本文献は school attendance にも関連する。 

  Gonzálvez ら(2020a)は，エクアドルの論文(2020b)のチリでの適応論文であり，エクアドルと

チリの青年男女における不登校行動の平均差異スコアと不登校行動プロファイルの形成を調査

して，これらの結果が地理的起源に基づいて互いに異なるかどうかを判断することを目的に研

究を行っている。スペインの子どもを対象(2020c)にした，さまざまな登校拒否行動のプロファ

イルを特定し，予期不安，学校ベースのパフォーマンス不安，全般性不安という 3 つの不安の

側面に基づいて互いに異なるかどうかを判断し，不登校行動を評価するために，不登校評価尺

度-改訂版（SRAS-R）スペイン語版をエクアドルとチリでも用いている。これらの結果の一般

化は，SRAS-R の異文化間の妥当性を支持し，エクアドルとチリが不登校行動に関して同様の

状況を共有していることを強調している。この研究のいくつかの制限が考慮され，将来の研究



ラインとして提案されている。各国の明確な文化的特徴を考慮に入れて議論されることが適切

であると考える。なお，エクアドル(2020b)の文献は全文の閲覧が可能である。 

 McClemont ら(2020)によれば，自閉スペクトラム症(ASD)または注意欠如・多動症(ADHD)

の子どもは，いじめによる被害のリスクが高くなっている。登校拒否は，ASD と ADHD の子

どものいじめを特定する「危険信号」である。ここでは，いじめによる登校拒否に対する診断，

人口統計，学校変数の影響を調査研究している。参加者は，ASD，ADHD，ASD + ADHD，そ

の他の診断，または診断なしの 154 人のアメリカ合衆国の子どもの親 97 人であった。ASD + 

ADHD の子どもは，いじめのために登校拒否をする可能性が最も高かった。学級補助員と行動

の問題は，それぞれ保護要因と危険要因であった。最終的な回帰モデルでは，子どもの診断は

もはや登校拒否を予測していなかった。登校拒否と問題行動は，被害を受けた子どもの苦痛の

マーカーとして考慮する必要がある。本文献は全文の閲覧が可能である。 

 Hughes(2020)によれば，青年期の不登校は深刻化する問題であり，いくつかの角度から研究

されてきている。親の心理的コントロールは，不登校の既知の危険因子である。子どもの感情

調節，外在化，内在化の行動など，いくつかの個別の要因が不登校に関連している。現在の研

究では，子どもの感情調節，内面化の問題，外面化の問題が，親の要因と不登校との関係を仲

介しているとの仮説が立てられた。62%が女性，平均年齢が 15.26 歳，SD が 1.54 の 184 人の住

宅治療プログラムに登録した参加者と親は，治療前プロトコルの一部として評価を完了してい

た。不登校タイプ 1〜4 の参加者の平均スコアは，それぞれ 2.08(SD=1.78)，0.97(SD= 1.34)，

2.14(SD=1.68)，2.91(SD=1.46)であった。マルチメディエーション分析は，PROCESS マクロで

ある，メディエーション，モデレーション，条件付きプロセス分析の回帰ベースのアプローチ(第

2 版)(ニューヨーク：ギルフォードプレス）を使用して実行された(Hayes,A.F.(2018))。親の心

理的コントロールは，表現の抑制(b=.24,p=.01)と外在化の問題(b=.36,p=.03)に関連していたが，

認知の再評価と内面化の問題(p>.05)とは無関係であった。不登校の各モデルは有意であり，r2

は.18 から.43 の範囲であった（すべてのモデルで p<.0001）。さらに，4 つのモデルすべてで重

大な間接効果が確認された。結果は，不登校の分散の最大 43％を占める包括的な仲介モデルを

示していた。今後の研究では，このモデルの包括的なアプローチを拡張するよう努める必要が

あると考えられる。 

 Bitsika ら(2020)によれば，いじめられ体験は，自閉症の若者の間で広まっている。これらの

若者のいじめと登校拒否(SR)との関係については，比較的実証的な研究が行われてきていない。

平均年齢 11.7 歳，標準偏差 2.3 歳の学齢期の自閉症の 67 人の男子を対象としたこの研究では，

SRに影響を与える可能性のあるいくつかの要因を調べている。男子の年齢，全般不安症(GAD)，

うつ病(MDD)，主要な ASD 診断基準，およびいじめの頻度に関するデータが収集された。結

果は，新たな SR を示す男子は，新たな SR を示さない男子よりも有意に高い GAD および MDD

を示したが，いじめの頻度のみが新たな SR に有意な影響を与えていることを示していた。自

閉症の若者の間で SR の予防と治療のための意味が論じられている。なお，本文献は全文の閲



覧が可能である。 

 Gallé-Tessoneau と Heyne(2020)によれば，登校拒否は病因と症状において異質である。この

研究の焦点であるその表れ方の不均一性は，登校拒否の概念化と評価を複雑にする。登校拒否

の兆候を特定するための質問票(SChool REfusal EvaluatioN – SCREEN)の開発を知らせるため

に用いられた登校拒否の記述モデルの開発を記述している。半構造化面接が登校拒否を示す者

とそうでない青年男女，中学校の専門家，登校拒否を示す者と一緒に働くケア専門家の 42 人の

参加者に実施された。面接のデータ分析が，10 のカテゴリーからなる 4 つの主要なテーマに従

って登校拒否症状の組織化につながった。4 つのテーマは，学校，日常生活と家族生活，健康，

家庭と家族の外での社会化であった。これらのテーマは，登校拒否が顕在化する可能性のある

さまざまな状況に対応している。結果は，登校拒否の兆候が学校のかかわりからの不登校に限

定されず，この環境の外で発生する可能性が高いという一般的な概念を支持している。SCREEN

を用いた継続研究の一つであり，不登校を示しているフランスの青年男女の間での登校拒否の

兆候の経験的分析を表している。 

 Matsuura ら(2020)によれば，登校あるいは学校にいることを拒否する登校拒否行動(SRB)は，

情緒的，心理学的，その他の行動上の問題，ならびに健康に関連する生活の質(HRQOL)の低下

に関連している。ただし，HRQOL に対する SRB の生徒の自尊感情と精神医学的診断の影響は

まだわかっていない。これらの関係を理解することは，より効果的な治療的介入を開発するの

に役立つ可能性がある。医療センターと外来診療所を訪れた合計 175 人の 8～18 歳の若者が研

究に参加した。70 人の SRB 群と年齢および性別を一致させた 105 人の対照群で構成されてい

た。精神的診断に関する情報は医療記録から収集され，HRQOL は J-KIDSCREEN-52 を，SRB

は日本語版登校拒否評価尺度を，自尊感情は Rosenberg 自尊感情尺度を，児童のメンタルヘル

スの状態は子どもの強さと困難さのアンケート(SDQ)を，ソーシャルサポートはオスロの 3 項

目のソーシャルサポート尺度を用いて測定された。グループ間の比較と重回帰分析を行なった。

SRB 群は，KIDSCREEN-52 のいくつかの次元で，対照群よりも有意に低い HRQOL を示してい

た。 SRB 群では，35.7％が慢性疾患を患っており，親の 35.7％が健康上の問題を抱え治療を受

けていた。重回帰分析により，SRB 群内で，精神医学的診断が HRQOL の低下と関連している

ことが明らかになった。しかし，これは自閉スペクトラム症の診断には当てはまらなかった。

自尊感情は，SRB 群内の KIDSCREEN-52 の 6 つの次元で HRQOL にプラスの影響を与えていた。

これらの結果は，SRB の若者に対する支援戦略の開発に役立つ可能性があり，自尊感情を高め

る支援は，SRB の若者の HRQOL を高めるために用いることができると考えられる。また，精

神障害の存在については，できるだけ早く評価されるべきであると考えられる。 

 Totsika ら(2020)は，school refusal にも関連するが，school attendance で取り扱う。 

  Filippello ら(2020)は，学業成績の低い生徒と特定の学習障害(SLD)の生徒の登校拒否のリス

クの違いを調査するための探索的研究を実施し，さらに両方のグループを学業成績の高い生徒

と比較し，さらに，学校に対する自尊感情，対人自尊感情，心理的コントロールが登校拒否の



リスクを予測するかどうかを調査することを目的に研究を行っている。対象者は，平均年齢

12.05 歳(SD = 0.85)の 125 人の生徒，66 人の男性と 59 人の女性で構成され，学業成績の低い

36 人の生徒，学業成績の高い 58 人の生徒，SLD の 31 人の生徒に分けられた。結果は，3 つの

グループ間で登校拒否の状態の違いを示していた。さらに，回帰分析は，不登校のリスクの予

測において，自尊感情と知覚された親の心理的コントロールが果たす関連する役割を示してい

る。教育的および実践的な意味合いについて検討している。 

 

 Ⅲ おわりに 

 2020 年の ERIC および APA PsycInfo（Psychological Abstracts）における不登校に関連すると

考えられる研究では，雑誌の形で出版され，収録された文献として取り上げられているものが

多く見られる。ここ数年の傾向として，特別支援教育で取り上げられている障害に関わる文献

が増加してきている。不安症，社交恐怖，素行症，ADHD，自閉スペクトラム症などに関する

文献が多く見られているが，これらの重複障害，併発疾患についても取り上げられていること

も特徴での一つである。様々な場面での認知行動療法を活用したケースも多く見られる。薬物

やタバコの常用等の物質乱用と不登校の関連を取り上げている文献も見られるが，ここでは基

本的に取り上げなかった。今年度の国別では，総数ではアメリカ合衆国の文献は多いが，EU

圏やアジア・アフリカ，中南米の国々の文献も多く見られてきている。貧困や経済的理由で不

登校に至るケースも取り上げられている。 

 インターネットでの掲載が容易になり，pdf やリンク設定により，全文が閲覧可能の文献も

多い。電子データとして保存をすることが一般的になり，それぞれのキーワードに関わる文献

数が著しく増加してきたが，不登校関連の文献は 800 件前後で推移している。 

 PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (APA PsycInfo)は，2013 年 11 月末に日本国内の個人利用者

へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関施設内での利用

となっていたが，2015 年 7 月以降に学術認証フェデレーション(GakuNin)に参加している鳴門

教育大学を含む多くの大学関係者等は施設外からの学術情報の検索が可能となった。2020 年の

文献については ERIC データベースと GakuNin 経由 APA PsycInfo データベースによる作業を行

った。 

 2020 年の ERIC では，2021 年 6 月現在で，school attendance に関する文献が 51 件，school dropout

に関する文献が 51 件，school phobia に関する文献が 0 件，school refusal に関する文献が 5 件で

あった。一方，GakuNin 経由 APA PsycInfo では，school attendance に関する文献が 300 件，school 

dropout に関する文献が 183 件，school phobia に関する文献が 120 件，school refusal に関する文

献は 83 件であった。2020 年の検索文献総数は 793 件であり，このうち 52 件について取り上げ

た。2000 年以降の ERIC および GakuNin 経由APA PsycInfo の検索文献総数の推移を見てみると，

2000 年 354(126,228)件，2001 年 413(122,291)件，2002 年 419(114,305)件，2003 年 361(59,302)

件，2004 年 489(100,389)件，2005 年 486(82,404)件，2006 年 569(111,458)件，2007 年 618(136,482)



件，2008 年 657(114,543)件，2009 年 727(169,558)件，2010 年 742(173,569)件，2011 年

755(141,614)件，2012 年 817(168,649)件，2013 年 873(137,736)件，2014 年 829(80,749)件，2015

年 804(65,739)件，2016 年 832(89,743)件，2017 年 933(118,815)件，2018 年 819(105,714)件，

2019 年 795(702,93)件，2020 年 793(107,686)件である（ERIC,GakuNin 経由 APA PsycInfo の文

献数）。ERIC では，school phobia に関する文献が 2015 年以来 0 件であるが，文献総数の増減

については今後も注目していきたい。 

 基礎研究としての ERIC および PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の文献を用いた世

界の不登校に関する研究の 1 年毎の概観は，30 年目となる。2002 年まで進めてきた ERIC の年

毎の概観が，検索方法が一度変更され，できなくなっていたが 2012 年より再度過去の文献も含

めて検索ができるようになった。APA PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)についても

2015 年 7 月以降 GakuNin 経由での検索が可能となった。日本における登校に関連する問題，不

登校に関連する問題は解決してきているとは考えられず，いじめや児童虐待の関係からも，通

常学級に在籍している児童生徒のコミュニケーション能力との関連，更に特別支援教育との関

連もあり，今後も１年毎の概観のアプローチをしていく必要があると考えている。 

 新型コロナウイルス(COVID-19)のキーワードのある文献は，2020 年には ERIC では 999 件，

PsycINFO では 3,730 件(2021.6 現在)であるが，あわせて不登校研究のキーワードを持つ文献は，

ERIC では 2 件，PsycINFO では school attendance が 13 件，school phobia が 2 件であった。 

 2010 年の文献に関わる作業中に東日本大震災が起こり，この文献分類作業には直接的には関

連はないが，特に東日本大震災の被災地域が学校基本調査の不登校での高い値を示し続けてい

ることもあり今後も注視していきたい。あわせて，2020 年には新型コロナウイルス感染拡大防

止の関連で学校が臨時休業やこれまでの授業形態ができない状態になる日々が続いたこともあ

り，不登校とも関連した今後の研究にも目を向けていきたい。 
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